
閣 議 及 び 閣 僚 懇 談 会 議 事 録 

開催日時：令和３年３月２日（火） ８：２３～８：３３ 

開催場所：総理大臣官邸閣議室 

出 席 者：菅 義 偉 内閣総理大臣 

麻 生 太 郎 国務大臣（副総理，財務大臣，内閣府特命担当大臣） 

武 田 良 太 国務大臣（総務大臣） 

上 川 陽 子 国務大臣（法務大臣） 

茂 木 敏 充 国務大臣（外務大臣） 

萩生田 光 一 国務大臣（文部科学大臣） 

田 村 憲 久 国務大臣（厚生労働大臣） 

野 上 浩太郎 国務大臣（農林水産大臣） 

梶 山 弘 志 国務大臣（経済産業大臣，内閣府特命担当大臣） 

赤 羽 一 嘉 国務大臣（国土交通大臣） 

小 泉 進次郎 国務大臣（環境大臣，内閣府特命担当大臣） 

岸 信 夫 国務大臣（防衛大臣） 

加 藤 勝 信 国務大臣（内閣官房長官） 

平 沢 勝 栄 国務大臣（復興大臣） 

小此木 八 郎 国務大臣（国家公安委員会委員長，内閣府特命担当大臣） 

河 野 太 郎 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

坂 本 哲 志 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

西 村 康 稔 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

平 井 卓 也 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

丸 川 珠 代 国務大臣（東京オリンピック・パラリンピック担当大臣，内閣府特命担当大臣） 

井 上 信 治 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

陪 席 者：坂 井 学 内閣官房副長官 

岡 田 直 樹 内閣官房副長官 

杉 田 和 博 内閣官房副長官 

近 藤 正 春 内閣法制局長官 

閣議案件：別添案件表のとおり。 

○一般案件      ５件 

○国会提出案件    ３件 

○法律案       ６件 

○政令        ２件 

○人事        １件 

○配布        １件 

いずれも，案件表のとおり，決定，了解等となった。 
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議事内容： 

○加藤国務大臣：ただ今から，閣議を開催いたします。 

まず，閣議案件について，岡田副長官から御説明申し上げます。 

○岡田内閣官房副長官：一般案件等について，申し上げます。まず，「東日本大震災十

周年追悼式の実施」について，御決定をお願いいたします。本件につきましては，

後程，内閣総理大臣及び内閣官房長官から御発言があります。あわせて，「東日本大

震災の弔意表明」について，御了解をお願いいたします。本件は，東日本大震災発

災十年となる本年３月１１日に哀悼の意を表するため，各府省において弔旗を掲揚

するとともに，各公署，学校，会社等においても同様の措置を採るよう協力をお願

いするものであり，また，国民各位に対しては，午後２時４６分に黙とうを捧げる

よう協力をお願いするものであります。 

次に，「在日米軍駐留経費負担特別協定を改正する議定書」の締結につき国会の承

認を求めることについて，御決定をお願いいたします。本議定書は，我が国が在日

米軍の駐留に係る一定の経費を負担することについて定める特別協定の有効期間

を，１年間延長するものであります。 

次に，「日米地位協定」第２条に基づく，米軍使用施設・区域の共同使用について，

御決定をお願いいたします。今回の案件は，航空自衛隊が令和２年度機動展開訓練

を実施するため，沖縄県沖縄市等の「嘉手納飛行場」の一部土地を共同使用するも

のであります。 

次に，質問主意書に対する答弁書３件について，お手元の資料のとおり，御決定

をお願いいたします。 

次に，法律案６件について，御決定をお願いいたします。まず，「国立大学法人法

の一部改正法案」は，国立大学法人の管理運営の改善等を図るため，学長選考会議

に学長の職務執行の状況報告を求める権限を付与するとともに，小樽商科大学，帯

広畜産大学及び北見工業大学を設置する各国立大学法人を統合する等の措置を講

ずるものであります。 

次に，「畜舎等の建築等及び利用の特例法案」は，畜舎等の建築等に関する計画の

認定制度を創設し，当該認定を受けた計画に基づき建築等がされる畜舎等に関する

建築基準法の特例を定めるものであります。 

次に，「特許法等の一部改正法案」は，知的財産制度の利便性の向上等を図るため，

審判口頭審理のオンライン化を導入するとともに，海外からの模倣品流入への規制

強化等の措置を講ずるものであります。 

次に，「海上交通安全法等の一部改正法案」は，異常気象等による船舶事故の未然

防止を図るため，船舶交通がふくそうする海域にある船舶に対して船舶の湾外避難

等の勧告・命令制度を創設する等の措置を講ずるものであります。 

次に，「地球温暖化対策の推進に関する法律の一部改正法案」は，我が国における

脱炭素社会の実現に向けた対策の強化を図るため，２０５０年までのカーボンニュ

ートラル宣言等を踏まえた基本理念を新たに定めるとともに，地域の脱炭素化を促

進するための計画の認定制度を創設する等の措置を講ずるものであります。 
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次に，「自然公園法の一部改正法案」は，国立公園等の魅力の向上と地域の活性化

を実現するため，質の高い自然体験活動の促進又は利用拠点の質の向上のための協

議会の設置及び計画の認定制度の創設等の措置を講ずるものであります。 

次に，政令２件について，御決定をお願いいたします。まず，「在外公館に勤務す

る外務公務員の在勤基本手当の額等を定める政令の一部を改正する政令」は， 近

の為替相場の変動等の事情を勘案して，在外公館に勤務する外務公務員の在勤基本

手当の額を改定するものであります。 

次に，「国民健康保険の国庫負担金等の算定に関する政令等の一部を改正する政

令」は，国民健康保険等の事務費に対する国庫負担金等の算定基礎となる単価につ

いて，人件費の動向等を踏まえて改定する等の措置を講ずるものであります。 

次に，人事案件について，申し上げます。和田卓郎外１５９名の叙位又は叙勲に

ついて，御決定をお願いいたします。 

次に，配布資料といたしまして，「労働力調査報告」があります。本件につきまし

ては，後程，総務大臣及び，関連して厚生労働大臣から御発言があります。 

次に，件名外案件について，申し上げます。「債務救済措置に関する書簡」をサモ

アとの間に交換することについて，御決定をお願いいたします。本件は，主要債権

国会合の合意に基づく債務救済措置として，「独立行政法人国際協力機構」に対する

サモアの債務約１億１，０００万円について，支払いを猶予することを取り極める

ものであります。なお，明日の書簡交換まで不公表といたしたいので，御了承をお

願いいたします。 

〇加藤国務大臣：次に，大臣発言がございます。まず，私から，東日本大震災十周年

追悼式の実施について，申し上げます。追悼式は，来たる３月１１日，国立劇場に

おいて，天皇皇后両陛下の御臨席のもとに，各界代表の参加を得て行うこと，追悼

式の実施のため，実行委員長は，内閣総理大臣とし，委員等は総理が委嘱すること，

追悼式の実施に当たっては，新型コロナウイルス感染症の感染予防に必要な措置を

講ずることとしております。追悼式は，今後，関係方面とも密接な連携を取りつつ，

速やかに諸般の準備を進め，その実施に万全を期すつもりでありますので，各位の

御協力をお願いいたします。なお，政府として行う追悼式については，発災から１

０年の節目となる本年まで実施する旨を昨年表明したところであります。 

次に，内閣総理大臣から御発言がございます。 

〇菅内閣総理大臣：東日本大震災十周年追悼式につきましては，実行委員長は，私が

務め，副委員長には，加藤内閣官房長官，小此木内閣府特命担当大臣（防災）及び

平沢復興大臣の３名に，また，実行委員には，各国務大臣，内閣官房副長官，防災

を担当する内閣府副大臣等にお願いいたします。追悼式の実施に遺漏なきよう，必

要な準備事務は，小此木大臣を中心に行うようお願いいたします。 

〇加藤国務大臣：次に，総務大臣。 

〇武田国務大臣：本日，労働力調査結果を公表いたしました。その主なポイントは，

次のとおりです。１月の就業者数は６，６３７万人と，１年前に比べ５０万人減少

し，１０か月連続の減少となりました。また，就業者のうち，休業者数は２４４万
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人と，前月に比べ４２万人の増加となったものの，昨年４月ほどの増加はみられま

せんでした。季節調整値で前月からの増減をみると，就業者は１１万人の増加，     

完全失業者は７万人の減少となりました。完全失業率は２．９％と，前月に比べ０．

１ポイント低下し，２か月ぶりの低下となりました。新型コロナウイルス感染症の

影響が引き続き大きく現れており，今後も十分に注視してまいります。 

〇加藤国務大臣：次に，厚生労働大臣。 

〇田村国務大臣：令和３年１月の有効求人倍率は，季節調整値で１．１０倍と，前月

を０．０５ポイント上回りました。また，正社員有効求人倍率は０．７９倍と，前

月を０．０２ポイント上回りました。求人・求職の動向や，総務大臣から報告のあ

りました労働力調査の結果をみますと，現在の雇用情勢は，求人が底堅く推移する

中，求人が求職を上回って推移しているものの，求職者が引き続き高水準にあり，

厳しさがみられます。有効求人倍率が１倍を下回る地域がある等，新型コロナウイ

ルス感染症が雇用に与える影響に，より一層注意する必要があると考えています。

先般策定した，「新たな雇用・訓練パッケージ」に盛り込まれた施策を着実に実施す

るなど，今後とも，雇用と生活をしっかりと守るため，全力を尽くしてまいります。 

〇加藤国務大臣：これをもちまして，閣議を終了いたします。 

  引き続き，閣僚懇談会を開催いたします。 

御発言はございますか。 

  無いようですので，以上をもちまして，閣僚懇談会を終了いたします。 
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令和３年 

３月２日 

◎ 一 般 案件

○ 東 日本 大 震災 十 周 年追 悼式 の 実 施に つい て

（ 決 定 ） （内 閣府 本 府 ） 

〃 ○ 東日 本大 震 災 の弔 意表 明 に つい て（ 了 解 )( 同 上）

〃 ○ 日本 国と ア メ リカ 合衆 国 と の間 の相 互 協 力及 び安

全 保 障 条 約 第６ 条 に 基づ く施 設 及 び区 域並 び に 日

本 国 に お け る合 衆 国 軍隊 の地 位 に 関す る協 定 第 ２

４ 条 に つ い ての 新 た な特 別の 措 置 に関 する 日 本 国

と ア メ リ カ 合衆 国 と の間 の協 定 を 改正 する 議 定 書

の 締 結 に つ いて 国 会 の承 認を 求 め るの 件（ 決 定 ）

（ 外 務 省 ） 

〃 ○ 「日 本国 と ア メリ カ合 衆 国 との 間の 相 互 協力 及び

安 全 保 障 条 約第 ６ 条 に基 づく 施 設 及び 区域 並 び に

日 本 国 に お ける 合 衆 国軍 隊の 地 位 に関 する 協 定 」

第 ２ 条 に 基 づく 施 設 及び 区域 の 共 同使 用に つ い て

（ 決 定 ）              （防 衛 省 ）

◎ 国 会 提出 案件

1. 衆 議 院 議員 江 田 憲司 （立 民 ） 提出 北方 領 土 返

還 を 巡る 日 露交 渉 に 関す る質 問 に 対す る答 弁

書 に つい て （決 定 ）              （ 外 務省 ）

○ 1. 参 議 院議 員 浜 田聡 （み ん ） 提出 Ｇｏ  Ｔ ｏ

イ ベ ン ト事 業の あ り 方の 見直 し に 関す る質 問

に 対 す る答 弁書 に つ いて （決 定 ）

（ 経 済 産 業省） 

1. 参 議 院 議員 福 島 みず ほ（ 立 憲 ）提 出六 ヶ 所 再

処 理 工場 に 関す る 質 問に 対す る 答 弁書 につ い

て （ 決定 ）            （ 原 子 力 規 制委 員会 ）

（ 火 ）閣 議 案 件

資 料
あ り

資 料  
あ り

〔 別 添 〕
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◎ 法 律案 

○ 国 立大 学 法人 法 の 一部 を改 正 す る法 律案 （ 決 定）  

（ 文 部 科 学・財 務 省 ） 

〃  ○ 畜舎 等の 建 築 等及 び利 用 の 特例 に関 す る 法律 案   

（ 決 定 ）       （ 農林 水 産 ・国 土交 通 省 ） 

〃  ○特 許 法等 の 一 部を 改正 す る 法律 案（ 決 定 ） 

（ 経 済 産 業・財 務 省 ） 

〃  ○ 海上 交通 安 全 法等 の一 部 を 改正 する 法 律 案     

（ 決 定 ）         （ 国 土 交通 ・財 務 省 ） 

〃  ○ 地球 温暖 化 対 策の 推進 に 関 する 法律 の 一 部を 改正  

す る 法 律 案 （決 定 ）    （ 環 境 ・経 済産 業 省 ） 

〃  ○自 然 公園 法 の 一部 を改 正 す る法 律案 （ 決 定）     

（ 環 境 省） 

 

◎ 政  令 

 ○ 在 外 公館に 勤 務 する 外務 公 務 員の 在勤 基 本 手当 の  

額 ， 住 居 手 当に 係 る 控除 額及 び 限 度額 並び に 子 女  

教 育 手 当 に 係る 自 己 負担 額を 定 め る政 令の 一 部 を  

改 正 す る 政 令（ 決 定 ）        （外 務 省 ） 

〃  ○ 国民 健康 保 険 の国 庫負 担 金 等の 算定 に 関 する 政令  

等 の 一 部 を 改正 す る 政令 （決 定 ） 

（ 厚 生 労 働・財 務 省 ） 

 

◎ 人  事 

☆ 広 島大 学 名誉 教 授 和田 卓郎 外 １ ５９ 名の 叙 位 又は

叙 勲 に つ い て（ 決 定 ） 

 

◎ 配  布 

☆ 労 働 力 調査報 告           （ 総 務 省） 

 

 

〔 ○ 署 名あ り  ☆ 署 名な し〕    

資 料  
あ り  

資 料  
あ り  

資 料  
あ り  
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令和３年 

３月２日 

 

◎ 一 般 案件 

○ 債 務救 済 措置 （ 債 務支 払猶 予 方 式） に関 す る 日本  

国 政 府 と サ モア 独 立 国政 府と の 間 の書 簡の 交 換 に  

つ い て （ 決 定）           （外 務 省 ） 

 

 

〔 ○ 署 名あ り  ☆ 署 名な し〕 

 

 

資 料  
な し  

（ 火 ）   件 名 外 案 件 
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